
 

 

 
 
 
 
 
 

新京成電鉄株式会社における 

運賃改定申請について 

 

（運輸審議会ご説明資料） 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年２月２１日 

鉄 道 局 

 

 

 



 

 

目 次 
                            （頁） 

１．運賃改定申請について 1 

○運賃改定申請の概要 2 

○収入原価総括表 5 

○収入原価（平年度内訳） 6 

○運賃収入内訳 6 

○輸送人員見通し 7 

○設備投資実績と計画 8 

○今後の設備投資計画 9 

○他社運賃との比較 10 

 

 

２．会社の概要等について 12 

１．会社概要 13 

２．輸送人員、運賃収入の推移 13 

３．経常損益等の推移（単体） 14 
 

  【参考】新京成電鉄の経営計画等について          15 

 

  

                                
 
 
 
 
 
 
 
 



 

1 
 

 

１．運賃改定申請について 
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 ○運賃改定申請の概要 
 

１．背 景 

◆新京成電鉄の輸送人員は、1994（平成 6）年度の約 1 億 1,700 万人

をピークに、景況感の悪化、沿線の少子高齢化の進展などにより

減少傾向となり、2005（平成 17）年度には約 98 百万人まで減少し

たものの、景気の回復等により、2019（令和元）年度には約 1 億

400 万人にまで回復した。 

 

◆この間、経営改善のため、人件費をはじめとする諸経費の見直し

や、6 両編成化による所有車両の削減のほか、新規需要の掘り起こ

しなどの業務改善に努め、消費税増税に伴う運賃改定を除き、1995

（平成 7）年 10 月に運賃改定を行って以来、約 27 年間、現行の運

賃水準を維持してきたところ。 

 

◆このような状況の中、2020（令和 2）年度は、新型コロナウイルス

感染症拡大に伴い輸送人員が対前年度比約 23％減の約 8,000 万人

まで減少し、経営悪化を回避するため不急の投資抑制や経費の削

減に努めたところ。しかしながら、鉄道部門における営業損益は

11 億 9,000 万円の営業損失を計上するとともに、2021（令和 3）

年度においても 5 億 1,000 万円の営業損失を計上するなど、厳し

い経営状況となっている。 

 

◆今後も連続立体交差事業完成による償却費が発生するほか、輸送

の安全の確保のため、変電所設備をはじめとした施設の老朽化に

伴う設備更新、新技術の導入、老朽化車両の代替など、多額の投資

が必要となる。 

 

◆引き続き既存設備を適切に維持管理し、安全・安心で快適・便利な

輸送サービスを提供し続けていくため、既存事業の構造的見直し

やシステムの導入・活用による事業効率化を前提に、1995（平成 7）

年以来約 28 年ぶりの運賃改定を申請するもの。 
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２．申請の内容 

 （１）実施予定時期  2023（令和 5）年 10 月 1 日 

 

（２）初 乗 り 運 賃  1 円単位上限運賃 167 円（現行 147 円） 

10 円単位上限運賃 170 円（現行 150 円） 

 

（３）定期券割引率  通勤 38.8%（現行 39.9%） 

            通学 67.7%（現行 67.7%） 

 

（４）改定率及び増収率 

    

 

 

 

 

（５）改定の考え方 

◯普通旅客運賃 

     ・1 円単位、10 円単位運賃ともに、全区間 20 円の値上げ 

      ・現状、短距離の利用が多く、今後長距離の利用促進に 

繋げるため、長距離帯の値上げ率を比較的抑える設定と 

した。 

  

◯定期旅客運賃 

     ・通勤、通学とも、全区間で割引率を統一 

     ・家計負担に配慮し、通勤に比べ通学の改定率を抑制 

 

 

定期外 
定期 

合計 
通勤 通学 計 

11.7% 13.5% 11.0% 13.1% 12.4% 
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３．申請上限運賃額 

①普通旅客運賃（大人）             （単位：キロ、円） 

キロ程 
1 円単位運賃 10 円単位運賃 

現行 改定 差額 改定率 現行 改定 差額 改定率 

1～5 147 167 20 13.6% 150 170 20 13.3% 

6～9 178 198 20 11.2% 180 200 20 11.1% 

10～13 199 219 20 10.1% 200 220 20 10.0% 

14～17 220 240 20 9.1% 220 240 20 9.1% 

18～22 242 262 20 8.3% 250 270 20 8.0% 

23～27 262 282 20 7.6% 270 290 20 7.4% 

 

②通勤定期旅客運賃（大人１か月）       （単位：キロ、円） 

キロ程 現行 改定 差額 改定率 

1～5 5,560 6,240 680 12.2% 

6～9 6,360 7,350 990 15.6% 

10～13 7,130 8,080 950 13.3% 

14～17 7,930 8,820 890 11.2% 

18～22 8,730 9,920 1,190 13.6% 

23～27 9,540 10,650 1,110 11.6% 

 

③通学定期旅客運賃（大人１か月）        （単位：キロ、円） 

キロ程 現行 改定 差額 改定率 

1～5 2,990 3,290 300 10.0% 

6～9 3,430 3,880 450 13.1% 

10～13 3,860 4,270 410 10.6% 

14～17 4,280 4,650 370 8.6% 

18～22 4,720 5,240 520 11.0% 

23～27 5,140 5,620 480 9.3% 
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○収入原価総括表 

（単位：百万円） 

科目 

令和 

３年度 

（実績） 

令和 

４年度 

（推計） 

令和 

５年度 

（推計） 

平年度３年間合計 

（令和６～８年度） 

（推計） 
増収額 

（c） 

b-a 

増収率 

(ｄ) 

c÷a 

×100 
現行

（a） 

申請 

（b） 

収

入 

旅客運賃収入 9,088 10,517 10,996 31,251 35,112 3,862 12.4% 

定期外 4,614 5,847 6,104 17,458 19,506 2,049 11.7% 

定 期 4,474 4,669 4,891 13,793 15,606 1,813 13.1% 

運輸雑収 291 306 307 956 956 0 － 

営業外収入 58 40 39 117 117 0 － 

合 計 9,438 10,862 11,341 32,324 36,186 3,862 11.9% 

原 

 

価 

人件費 4,196 4,251 4,236 12,760 12,760   

修繕費 1,388 1,542 1,554 4,927 4,927   

経費 1,837 2,190 2,592 7,929 7,929   

諸税 463 494 492 1,478 1,478   

減価償却費 2,018 2,218 2,332 7,455 7,455   

支払利息 66 68 75 228 228   

雑支出 0 0 0 0 0   

配当所要額 500 528 531 1,581 1,581   

合 計 10,469 11,292 11,812 36,359 36,359   

差 引 損 益 △1,032 △430 △470 △4,035 △173   

収 支 率 90.1% 96.2% 96.0% 88.9% 99.5%   
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○収入原価（平年度内訳） 
（単位：百万円） 

科目 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

現行 申請 現行 申請 現行 申請 

収

入 

旅客運賃収入 10,467 11,761 10,416 11,703 10,368 11,649 

定期外 5,833 6,518 5,824 6,507 5,801 6,481 

定 期 4,634 5,243 4,592 5,196 4,567 5,168 

運輸雑収 315 315 319 319 322 322 

営業外収入 39 39 39 39 39 39 

合 計 10,821 12,115 10,773 12,060 10,729 12,010 

原

価 

人件費 4,227 4,227 4,236 4,236 4,296 4,296 

修繕費 1,670 1,670 1,580 1,580 1,678 1,678 

経費 2,603 2,603 2,686 2,686 2,641 2,641 

諸税 493 493 494 494 490 490 

減価償却費 2,399 2,399 2,401 2,401 2,655 2,655 

支払利息 75 75 75 75 79 79 

雑支出 0 0 0 0 0 0 

配当所要額 515 515 524 524 542 542 

合 計 11,982 11,982 11,996 11,996 12,381 12,381 

差 引 損 益 △1,160 133 △1,223 64 △1,652 △370 

収 支 率 90.3% 101.1% 89.8% 100.5% 86.7% 97.0% 

※端数処理のため、各項目の計と合計が一致しない場合がある 

 

○運賃収入内訳 
（単位：百万円） 

項目 
令和 3 年度 

（実績） 

令和 6～8 年度（3 年間平均） 

現行 申請 

定期外 4,614 5,819 6,502 

定期 4,474 4,598 5,202 

合計 9,088 10,417 11,704 
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○輸送人員見通し 
                                            

（単位：千人） 

項目 
平成２９年度 

（実績） 

平成３０年度

（実績） 

令和元年度 

（実績） 

令和２年度 

（実績） 

令和３年度 

（実績） 

定期外 37,680 37,486 36,616 26,438 30,209 

定

期 

通勤 53,143 53,819 54,608 46,931 45,924 

通学 13,334 13,088 12,883 7,281 9,746 

計 66,477 66,907 67,491 54,212 55,670 

合計 104,157 104,393 104,107 80,650 85,879 

前年比 100.8％ 100.2％ 99.7％ 77.5％ 106.5％ 

                         

（単位：千人） 

項目 
令和４年度 

（推定） 

令和５年度

（推定） 

令和６年度 

（推定） 

令和７年度 

（推定） 

令和８年度 

（推定） 

定期外 38,116 38,074 38,005 37,937 37,796 

定

期 

通勤 46,543 46,400 46,106 45,630 45,406 

通学 12,220 12,095 12,045 11,994 11,897 

計 58,763 58,495 58,151 57,624 57,303 

合計 96,879 96,569 96,156 95,561 95,099 

前年比 112.8％ 99.7％ 99.6％ 99.4％ 99.5％ 
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○設備投資実績と計画 

                               （単位：百万円） 

項目 
令和元年度 

実績 

令和 2年度 

実績 

令和 3年度 

実績 

令和 4年度 

計画 

安全対策 3,044 1,233 3,115 2,894 

サービス改善等 847 327 328 977 

合計 3,891 1,560 3,443 3,871 

 

（単位：百万円） 

項目 
令和 5年度 

計画 

令和 6年度 

計画 

令和 7年度 

計画 

令和 8年度 

計画 

安全対策 2,356 2,535 2,731 3,192 

サービス改善 250 628 498 641 

合計 2,606 3,163 3,229 3,833 
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○今後の設備投資計画 
 

① 安全対策（令和 6～8 年度の投資額計：約 85 億円）  

〇老朽化が進む 8800 形車両の代替 

〇既存車両の VVVF 等機器更新、省エネ化 

〇駅舎及び橋りょうの耐震化 

〇変電所、列車運行管理装置等の更新 

 

② サービス改善等（令和 6～8 年度の投資額計：約 18 億円） 

〇バリアフリー整備 

・内方線整備（令和 7 年度中全駅整備予定） 

・ホームかさ上げ 

・エレベーター、エスカレーターの更新 

 〇次世代サービスに対応する駅務機器導入 
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○他社運賃との比較 
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２．会社の概要等について 
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新京成電鉄株式会社の概要 

 

１．会社概要 

（１）設 立：昭和 21（1946）年 10 月 23 日 

（２）会 社 名：新京成電鉄株式会社 

（３）代 表 者：代表取締役社長 眞下 幸人 

（４）所 在 地：千葉県鎌ケ谷市くぬぎ山 4 丁目 1 番 12 号  

（５）従業員数：481 人（令和 4 年 3 月 31 日時点） 

（６）営業キロ：26.5km 

（７）資 本 金：59 億円 

（８）事業内容：鉄道事業、不動産事業 

 

２．輸送人員、運賃収入の推移 

（単位：千人、百万円） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

輸送 

人員 

定 期 67,491 54,212 55,670 

定期外 36,616 26,438 30,209 

計 104,107 80,650 85,879 

運賃 

収入 

定 期 5,386 4,363 4,474 

定期外 5,592 4,037 4,614 

計 10,979 8,401 9,088 

※端数処理のため、各項目の計と合計が一致しない場合がある。 
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３．経常損益等の推移（単体）           （単位：百万円） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

鉄道事業 
営業収益 11,353 8,708 9,382 

鉄道事業 
営業費用 10,288 9,900 9,902 

鉄道事業 
営業損益 1,064 △1,191 △519 

全事業 
営業損益 2,669 239 986 

経常利益 2,887 485 1,156 

当期純利益 2,037 11 737 
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○新京成電鉄の経営計画等について 
 令和 4 年 8 月公表「2022 年度の取り組み」より抜粋 
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